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２‐１ 市の概要 

 

２‐１ 市の位置・地勢 

本市は、都心から３０㎞の埼玉県南西部に位置しています。 

市域の面積は７２．１１㎢で、西から東に向かって狭山湖を中心とした狭山丘陵、武蔵野台

地、柳瀬川下流域周辺の沖積低地など、多様な地形が見られ、その地形に沿って狭山丘陵付近

に源を発する柳瀬川、東川が流れています。標高は、平均が８０ｍで、ほとんどが平坦地であ

り、南部及び西部は狭山湖を中心に標高１００ｍ程度の丘陵地が東西に広がり、南は東京都と

の都県境になっています。 

交通の利便性にも恵まれ、鉄道では、西武新宿線・西武池袋線が所沢駅で接続し、両路線の

中心的な位置を占め、新宿、池袋までの所要時間は３０～４０分です。また、東京メトロ有楽

町線・副都心線、東急東横線、横浜高速鉄道みなとみらい線と相互乗り入れも行われています。  

さらに、市内東部にはＪＲ武蔵野線の東所沢駅があり、ＪＲ東日本の鉄道網と結ばれるなど、

市内には合計で１１の駅が設置されています。 

また、高速自動車道では、市内東部に関越自動車道の所沢インターチェンジが、市内西部に

近い距離には首都圏中央連絡自動車道の入間インターチェンジがあり、人や物の流れが活発に

行われています。 

  

 

 

 

 

■図 1 所沢市の位置 

 

 

 

 

 

 

所沢市の位置・標高 

◆位置           ◆標高 

東端 東経 139度 33分  15.2～170.0ｍ 

西端 東経 139度 22分  （平均 80ｍ） 

北端 北緯  35度 50分 

南端 北緯 35度 45分 
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２‐２ 人口・世帯数の状況 

①人口・世帯数の推移 

住民基本台帳における５年毎の人口・世帯数は、昭和２５年の市制施行以来、増加傾向にあ

り、特に高度経済成長期にあった昭和４０年からの１０年間では、年平均でも１万人以上の人

口が増加してきました。その後、人口増加は緩やかになり、平成２７年末の住民基本台帳にお

ける本市の人口は、３４３，３９０人となっています。 

世帯数については、平成２７年末では１５３，９０１世帯で、毎年増加している状況です。 

一方、世帯人員は年々減少し、平成２７年末では２．２３人と小家族化がさらに進んでいま

す。 

 

■図 2 人口の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳  ＊各年１２月末日 

 

■図 3 世帯数・世帯人員の推移 

 

資料：住 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳  ＊各年１２月末日 
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②人口の動向 

人口動態は、自然動態（出生数－死亡数）についてはプラスを保っていましたが、ここ５年

は非常に少なくなり、平成２７年には初めてマイナスに転じています。社会動態（転入数－転

出数）については、わずかながらのプラスとマイナスを繰り返している状況です。 

今後、市街地再開発事業や土地区画整理事業の実施により人口の増加も見込まれますが、自

然動態のマイナスにより数年後には人口が減少に転じることが予想されます。 

 

■図 4 自然増減・社会増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：住民基本台帳  ＊各年１２月末日 

 

                                           

■図 5 人口の推移と推計（平成２８年以降は推計） 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：所沢市総合計画実施計画  ＊各年１２月末日 
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年齢別人口については、団塊の世代が高齢期を迎えることにともない、平成３２年には、高

齢者の割合が２７％を超える値になると推計されており、今後、急速に老年人口（６５歳以上）

の占める割合が高まっていくものと予想されます。 

一方、年少人口（０歳～１４歳）や生産年齢人口（１５歳～６４歳）が占める割合は、既に

低くなりはじめており、今後も人口構成の変化は、ますます進むと見込まれています。 

 

■図 6 人口構成の推移と推計 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：所沢市総合計画実施計画  ＊各年１２月末日（平成 32 年は推計値） 

 

２‐３ 住宅の状況 

① 住宅ストック 

総務省の「住宅・土地統計調査」によると、本市における住宅総数は平成１０年においては

約１２６，０００戸であったものが、平成２０年には約１５１，０００戸、平成２５年では約

１６１，０００戸と増加しており、一世帯当たりの住宅数は、１．１１戸となっています。 

■図 7 住宅ストック数の推移 
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資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 
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② 空き家戸数の推移 

本市における空き家は、平成１０年の調査では１１，７００戸で住宅総数の９．３％でした

が、平成２０年は１４，７８０戸で割合が若干増加して９．９％に、平成２５年では１５，３

７０戸と件数は増加しましたが、割合は９．６％と減少しました。 

内訳をみると「賃貸用住宅」が９，９６０戸と全体の６４．５％を占めており、入居可能な

住宅は「賃貸用住宅」及び「売却用住宅」を合わせると１１，０２０戸で、空き家全体の７１.

４％にも及びます。 

 

■表 1 空き家戸数の推移と内訳 

調 査 年 
空き家【戸】          その他 

総 数 二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅 建築中 

平成１０年 11,970 ― ― ― ― 270 

平成１５年 12,040 520 7,690 640 3,190 100 

平成２０年 15,000 400 10,510 610 3,480 220 

平成２５年 15,440 140 9,960 1,060 4,280 70 

                         資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 

 

 

■表 2 空き家戸数の割合 

調 査 年 二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅 

平成１５年 4.3% 63.9% 5.3% 26.5% 

平成２０年 2.7% 70.1% 4.1% 23.1% 

平成２５年 0.9% 64.5% 6.9% 27.7% 

                                  資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 
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■図 8空き家の状況 

 

 

■二次的住宅 

別荘や、ふだん住んでいる住宅とは別に、たまに寝泊 

りする人がいる住宅 

 

■賃貸用住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になって 

いる住宅 

 

■売却用住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になって 

いる住宅 

 

■その他の住宅 

上記以外の、人が住んでいない住宅で、例えば、転 

勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在 

や、建替えなどのために取り壊すことになっている 

住宅など 

※建築中住宅 

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっている 

が戸締まりができるまでにはなっていない住宅など              

    （鉄筋コンクリートの場合は、外壁が出来上がったもの） 

平成１５年 １００戸 

平成２０年 ２２０戸 

平成２５年  ７０戸 

 

 

 

 

③住宅の所有関係 

持ち家の割合は、昭和５８年の調査が６７．７％で一番高く、その後１０年で１２．１ポイ

ント下げ、平成５年の調査時では５５．６％となりました。 

その後、平成１０年以降は徐々に上昇し、平成２５年の調査では６２．９％となり、全国平

均の６１．９％を少し上回っています。 
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② 空き家戸数の推移 
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住宅は「賃貸用住宅」及び「売却用住宅」を合わせると１１，０２０戸で、空き家全体の７１.

４％にも及びます。 

 

■表 1 空き家戸数の推移と内訳 

調 査 年 
空き家【戸】          その他 

総 数 二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅 建築中 

平成１０年 11,970 ― ― ― ― 270 

平成１５年 12,040 520 7,690 640 3,190 100 

平成２０年 15,000 400 10,510 610 3,480 220 

平成２５年 15,440 140 9,960 1,060 4,280 70 

                         資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 

 

 

■表 2 空き家戸数の割合 

調 査 年 二次的住宅 賃貸用住宅 売却用住宅 その他の住宅 

平成１５年 4.3% 63.9% 5.3% 26.5% 

平成２０年 2.7% 70.1% 4.1% 23.1% 

平成２５年 0.9% 64.5% 6.9% 27.7% 

                                  資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 
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■図 8空き家の状況 
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■図 9 住宅の所有関係の推移 

 

                                    資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 

 

④建築時期 

居住世帯のある住宅のうち、昭和５５年以前の旧耐震基準により建てられた住宅の割合は２

２．５％となっており、一方、阪神・淡路大震災を契機に建築基準法が改正（平成１２年６月）

され耐震基準が見直された後の平成１３年以降に建てられた住宅は、全体の２６．４％となっ

ています。 

住宅の種類別にみると、昭和５５年以前に建てられた住宅の割合は、持ち家では全体の２５．

３％、借家では１３．９％で、平成１３年以降に建てられたものは、持ち家では２６．０％、

借家では２３．４％となっています。 

また、民営借家では、昭和５５年以前に建てられた住宅の割合が８．８％で、平成１３年以

降が２６．４％に及んでいます。 

■表 3 建築時期 

                   

※住宅総数には建築の時期「不詳」を含む。               資料 「住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局） 
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持家割合 

総　数 公営の借家
都市再生機構・

公社の借家
給与住宅

住宅総数 ※ 144,540 91,030 48,540 1,610 4,590 2,680

昭和35年以前 1,440 1,160 280 0 0 0

昭和36年～45年 5,970 4,640 1,340 400 0 360

昭和46年～55年 22,410 17,270 5,150 0 1,930 580

昭和56年～平成2年 31,420 19,110 12,310 1,090 510 820

平成3年～7年 19,110 11,130 630 120 320 190

平成8年～12年 16,920 11,810 5,100 0 1,530 100

平成13年～17年 13,240 8,740 540 0 300 240

平成18年～22年 15,280 9,950 140 0 0 140

平成23年～25年9月 6,460 4,950 1,510 0 0 190

建築の時期（９区分） 総　数 持ち家

借      　　家
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⑤住環境の特徴 

本市では、昭和４０年代以降の高度経済成長を背景に急激に人口が増加し、宅地整備や商業

施設、国や県の機関、高等教育機関、大規模な公園、文化施設などの集積が進められてきまし

た。 

一方、狭山丘陵や武蔵野の面影を残す雑木林に代表される豊かな自然環境や、農地なども多

く残され、都市近郊農業として多くの農産物が供給されています。 

また、計画的に整備された住宅地などのほか、昔からの市街地や集落が見られ、さまざまな

街が形成されているなど、多様な住環境を持っています。 

さらに、本市では地球温暖化などの環境問題に対応していくため、「マチごとエコタウン所沢

構想」に基づいて、再生可能エネルギーの導入や、みどりの保全と創出、ごみの減量・資源化

エネルギーの自立化、分散化、多様化など、次代を担う子どもたちのためにマチぐるみでの行

動に取り組んでいるところです。 

 

⑥居住者 

平成１７年から平成２７年の家族類型別世帯数の推移は、夫婦と子ども世帯が徐々に減少し、

かわって、夫婦のみの世帯、単独世帯が増加しています。内容的には、高齢者の夫婦のみの世

帯や単独世帯が急増している状況です。 

さらに、高齢社会や景気の低迷などの社会的要因により、高齢者や低額所得者などの住宅確

保要配慮者も増加することが予想されます。 

また、本市では、市外に通勤・通学する市民も多く、昼夜間人口比率は近隣自治体と比較し

て低い水準にありますが、徐々に上昇しています。 

一方、高度成長期以降の人口急増により、一部では従来の地縁的なコミュニティによる結び

つきが希薄になっている状況もあります。 

 

 

 

                                         資料 「国勢調査結果」（総務省統計局） 
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■図 11 昼間人口と夜間人口の推移 

 

                                        資料「国勢調査結果」（総務省統計局） 

 

⑦マンションの状況 

近年、持ち家の中に占める分譲マンションの割合が増加しています。こうしたなか、昭和４

０年代から５０年代に建てられた団地型分譲マンションの多くが大規模修繕等を必要とする時

期を迎えています。マンションにおいては、一部で、管理組合が機能していない、区分所有者

がマンションの維持・管理に関心がないなどの理由により、適正に管理されていない状況もあ

ります。 

 

■図 12 持家の種類の推移 
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■図 13 分譲マンションの建築棟数と戸数の推移 

 

                                                           資料 市街地整備課 

２‐４ 公的賃貸住宅の状況 

①市営住宅 

 市営住宅は、１３団地、３０棟、７９７戸となっています。 

地域別にみると、松井地域に３６９ 戸（４６．３％）、並木地域１５０戸（１８．８％）、新

所沢地域１４４戸（１８．１％）、所沢地域９８戸（１２．３％）、吾妻地域３６戸（４．５％）

となります。 

 平均の住戸専用面積は５４．６㎡で、身体障害者専用住宅の７４．７５㎡（２戸）を除くと、

３４．２９㎡から６４．５７㎡までの住戸を管理しています。 

 

■表 4 市営住宅の概要 
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番号 団    地   名 棟数 総戸数 供用開始年度 構造・規模

昭和63年度  鉄筋コンクリート造3階

平成元年度  鉄筋コンクリート造2階

2 西所沢北団地 1 16 昭和44年度  鉄筋コンクリート造4階

昭和51年度  鉄筋コンクリート造3階

平成 3年度  鉄筋コンクリート造5階

4 宮本町団地 1 30 平成 8年度  鉄筋コンクリート造5階

5 泉町団地 2 42 平成 4年度  鉄筋コンクリート造3階

6 久米団地 2 36 平成 2年度  鉄筋コンクリート造3階

7 東所沢和田団地 1 90 平成 6年度  鉄筋コンクリート造5階

8 松郷団地 3 72 昭和42～44年度  鉄筋コンクリート造4階

9 愛宕山団地 7 165 昭和45～49年度  鉄筋コンクリート造5階

10 並木団地 4 150 昭和55～58年度  鉄筋コンクリート造5階

11 新所沢けやき通り団地 1 40 平成10年度  鉄筋コンクリート造4階

12 新所沢けやき通り西団地 1 24 平成13年度  鉄筋コンクリート造7階

13 新所沢けやき通り南団地 1 38 平成15年度  鉄筋コンクリート造8階

1 上安松団地 4 42

3 西所沢稲荷団地 2 52
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■図 11 昼間人口と夜間人口の推移 
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■図 13 分譲マンションの建築棟数と戸数の推移 

 

                                                           資料 市街地整備課 

２‐４ 公的賃貸住宅の状況 

①市営住宅 

 市営住宅は、１３団地、３０棟、７９７戸となっています。 

地域別にみると、松井地域に３６９ 戸（４６．３％）、並木地域１５０戸（１８．８％）、新

所沢地域１４４戸（１８．１％）、所沢地域９８戸（１２．３％）、吾妻地域３６戸（４．５％）

となります。 

 平均の住戸専用面積は５４．６㎡で、身体障害者専用住宅の７４．７５㎡（２戸）を除くと、

３４．２９㎡から６４．５７㎡までの住戸を管理しています。 

 

■表 4 市営住宅の概要 
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番号 団    地   名 棟数 総戸数 供用開始年度 構造・規模

昭和63年度  鉄筋コンクリート造3階

平成元年度  鉄筋コンクリート造2階

2 西所沢北団地 1 16 昭和44年度  鉄筋コンクリート造4階

昭和51年度  鉄筋コンクリート造3階

平成 3年度  鉄筋コンクリート造5階

4 宮本町団地 1 30 平成 8年度  鉄筋コンクリート造5階

5 泉町団地 2 42 平成 4年度  鉄筋コンクリート造3階

6 久米団地 2 36 平成 2年度  鉄筋コンクリート造3階

7 東所沢和田団地 1 90 平成 6年度  鉄筋コンクリート造5階

8 松郷団地 3 72 昭和42～44年度  鉄筋コンクリート造4階

9 愛宕山団地 7 165 昭和45～49年度  鉄筋コンクリート造5階

10 並木団地 4 150 昭和55～58年度  鉄筋コンクリート造5階

11 新所沢けやき通り団地 1 40 平成10年度  鉄筋コンクリート造4階

12 新所沢けやき通り西団地 1 24 平成13年度  鉄筋コンクリート造7階

13 新所沢けやき通り南団地 1 38 平成15年度  鉄筋コンクリート造8階

1 上安松団地 4 42

3 西所沢稲荷団地 2 52

第
２
章



13 
 

②県営住宅・公的賃貸住宅 

 県営住宅は、５団地、９８６戸となっています。 

 公的機関が建設、購入、管理、運営する賃貸住宅を公的賃貸住宅といいます。市内の公的賃

貸住宅は、３０団地、管理戸数は６，６２０戸となっています。 

 昭和３０年代に日本住宅公団（現「独立行政法人都市再生機構」）が行った団地開発エリアの

再開発が行われ、中高層住宅が整備されたことから市内の公的賃貸住宅に占める独立行政法人

都市再生機構の住宅の割合は、７２％になっています。 

 

■表 5 公的賃貸住宅の管理戸数                        （平成２８年４月現在） 

種類 事業主体 団地数 戸数 構成比 

市営住宅 所沢市 13 797 12.0% 

県営住宅 埼玉県 5 986 14.9% 

UR 賃貸住宅 （独）都市再生機構 11 4,757 71.9% 

雇用促進住宅 （独）高齢・障害・求職雇用支援住宅 1 80  1.2% 

  計 30 6,620 - 

 

■図 14 公的賃貸住宅の構成比
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３‐１ 少子高齢化に伴う人口減少時代の到来 

本市の人口は、昭和２５年の市制施行以来、急激な増加を続けてきましたが、近年、増加は

緩やかとなり、平成２５年以降はほぼ横ばい状況で推移しています。 

人口の将来推計では、平成３８年の人口は３３０，０６９人と見込まれ、平成２８年からの

１０年間で約１３，０００人の減少が想定されており、今後は人口の減少ペースを緩やかにし

ていく取り組みが求められています。 

 

３‐２ 人口構成の歪みの拡大 

少子高齢化、人口減少時代の進展により人口構成の歪みもさらに拡大することが想定されま

す。平成２７年には約１２％であった年少人口（０～１４歳）は、平成３８年には約１１％に、

生産年齢人口（１５歳～６４歳）が約６３％から約６１％に減少する一方、老年人口（６５歳

以上）は約２５％から約２９％へと増加することが想定されています。 

将来的に、活気とにぎわいのあるまちづくりを進めていくためには、年少人口と生産年齢人

口の割合を増やしていくことが重要です。そのためには、子どもを安心して育てられ、いつま

でも住み続けることのできる住環境づくりが必要になってきています。 

また、世帯構成についても夫婦と子どもからなる核家族を中心としたものから、単身世帯や

高齢者のみの世帯がさらに増加することが予想され、さまざまな住宅ニーズに対応した多様な

住まい方が求められてきています。 

 

 

３‐３ 後期高齢者の急増 

本市の人口は、今後、緩やかに減少していくと推計されていますが、老年人口は増加が続く

ことが見込まれています。老年人口のうち前期高齢者（６５歳～７４歳）と後期高齢者（７５

歳以上）の内訳をみると、前期高齢者は平成２８年の４８，３４６人をピークに減少傾向が進

み、平成３８年には３６，７３７人となることが想定されています。 

一方、後期高齢者は、平成２８年の３９，４０２人から、平成３８年には５７，７２２人と

急増することが想定されています。 

また、平成２８年の一人暮らし高齢者は１１，５８０人で、高齢者全体の約１３％、高齢者

のみの世帯の高齢者が２８，７７８人で約３３％、合わせて約４６％を占めています。今後、

この人数と割合は増加していくことが想定されます。 

さらに、障害者施策とあわせて、住宅のバリアフリー化をはじめ、すべての人にやさしいユ

ニバーサルデザインを推進していく必要があります。 

 

 

３‐４ 住宅確保要配慮者への対応 

高齢化の進行や、厳しい社会経済情勢等を背景に、住宅を自力で確保することが難しい低額

所得者、高齢者、障害者、外国人、ＤＶ被害者などの住宅確保要配慮者が今後も増加すること

が予想されます。市営住宅をはじめ、公的賃貸住宅、民間の賃貸住宅などを活用した重層的な

住宅セーフティネットを構築していく必要があります。 

第３章 本市の住生活をめぐる課題 
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